
（平成２５年３月１３日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認東京地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 13 件

厚生年金関係 13 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

厚生年金関係 6 件



東京厚生年金 事案24139 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における最初の厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、昭和 47 年５月

13 日であると認められることから、申立期間①の資格喪失日に係る記録を訂正するこ

とが必要である。 

なお、申立期間①の標準報酬月額については、12 万 6,000 円とすることが妥当であ

る。 

また、申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における被保険者資格の再取得日に係

る記録を昭和 47 年５月 13 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を、同年５月から 48

年10月までは13万4,000 円、同年11月から49年９月までは20万円とすることが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和46年12月31日から47年５月13日まで 

② 昭和47年５月13日から49年10月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社

には、昭和39 年４月に入社してから平成 10 年 11 月末に退職するまで継続して勤務

し、給与から厚生年金保険料を控除されていた。同僚は、同社において申立期間に係

る被保険者記録の訂正が認められているので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人の資格喪

失日は、当初、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった昭和46 年 12 月 31 日

より後の47年５月13日付けで、遡って46年12月 31日と記録されていることが確

認できる上、申立人と同様の処理が全従業員である 13 人についても行われているこ

とが確認できる。 

  



  

しかしながら、雇用保険の加入記録から、申立人は、申立期間①においてもＡ社に

継続して勤務していたことが認められる。 

また、オンライン記録によると、Ａ社が最初に厚生年金保険の適用事業所でなくな

った日について、平成23 年 10 月 20 日付けで、当初の昭和46年 12 月 31 日から47

年５月13日に訂正されていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、申立人に係る上

記資格喪失処理を行う合理的な理由は無く、当該処理に係る記録は有効なものとは認

められないことから、申立人のＡ社における最初の資格喪失日を、雇用保険の加入記

録により申立人の勤務が認められる申立期間①の最終日であり、また、訂正後の同社

が適用事業所でなくなった日である昭和47年５月13日に訂正することが必要である。

なお、申立期間①に係る標準報酬月額については、申立人に係る上記資格喪失処理

前の上記被保険者名簿の記録から、12万6,000円とすることが妥当である。 

２ 申立期間②について、雇用保険の加入記録により、申立人は、当該期間においても

Ａ社に勤務していたことが認められる。 

また、オンライン記録によると、Ａ社が再度、厚生年金保険の適用事業所となった

日について、平成23年10月20日付けで、当初の昭和49年10月１日から47年５月

13 日に訂正されていることから、同社は、申立期間②において適用事業所であった

ことが確認できる。 

そして、事業主は、申立期間②においても社員の給与から厚生年金保険料を控除し

ていたと供述していることから、申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

したがって、申立人のＡ社における被保険者資格の再取得日を昭和47年５月13日

に訂正することが必要である。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和49 年 10

月のオンライン記録及び 48 年 11 月の法改正から、47 年５月から 48 年 10 月までは

13万4,000円、同年11月から49年９月までは20万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ

社は、当該期間において適用事業所の要件を満たしていながら、社会保険事務所に適

用の届出を行っていなかったと認められることから、社会保険事務所は、申立人に係

る昭和47年５月から49年９月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



  

東京厚生年金 事案24140 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社Ｂ支社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、平成 13 年５月

１日であると認められることから、申立期間の資格喪失日に係る記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和51年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成13年４月25日から同年５月１日まで 

厚生年金保険の被保険者記録を確認したところ、Ａ社Ｂ支社に勤務していた期間の

うち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いことが分かった。同社には平成 13

年４月２日から22年７月31日まで継続して勤務していたので、申立期間について厚

生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人は、平成13年４月25日にＡ社Ｂ支社において厚生

年金保険被保険者の資格を喪失し、同年５月１日に同社Ｃ支社において資格を取得して

いることから、申立期間は被保険者となっていないことが確認できる。 

しかし、雇用保険の加入記録及びＡ社から提出のあった申立人に係る人事記録により、

申立人は、申立期間も含めて同社に継続して勤務（平成 13 年５月１日に同社Ｂ支社か

ら同社Ｃ支社に異動）していたことが確認でき、また、オンライン記録により、同年４

月についても厚生年金保険の被保険者期間であったことが確認できる。 

したがって、申立人のＡ社Ｂ支社における資格喪失日を平成 13 年５月１日に訂正す

ることが必要である。 



  

東京厚生年金 事案24141 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を昭和 55 年９

月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を９万8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和35年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和55年８月31日から同年９月１日まで 

Ａ社にキーパンチャーとして勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の

加入記録が無い。申立期間当時、同社の経営はＢ社に変わったものの、キーパンチャ

ーとして継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録により、申立人は、申立期間においてもＡ社に継続して勤務して

いたことが認められる。 

また、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日に

ついて、当初、昭和55年８月31日とされていたものの、平成22年２月18日付けで昭

和55年９月１日に訂正されていることが確認できる。 

そして、Ａ社の申立期間当時の上司及び複数の従業員は、「昭和55年８月31日にお

いても、同社の業務内容に変化は無く、従業員は継続して勤務しており、給与から厚生

年金保険料も控除されていた。」と供述していることから、申立人は、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

したがって、申立人のＡ社における資格喪失日を昭和 55 年９月１日に訂正すること

が必要である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 55 年７月の

社会保険事務所（当時）の記録から、９万8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社



  

は、申立期間において適用事業所の要件を満たしていながら、社会保険事務所に昭和

55 年８月 31 日に適用事業所でなくなった旨の届出を行っていたことが確認できること

から、社会保険事務所は、申立人に係る同年８月の保険料について納入の告知を行って

おらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料

に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



東京厚生年金 事案24144 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該期間の標準報

酬月額に係る記録を、平成９年８月から10 年８月までは 32 万円、同年９月は 34 万円

に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成９年６月１日から同年８月21日まで 

② 平成９年８月21日から10年10月１日まで 

③ 平成12年３月30日から同年４月８日まで 

    Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた期間のうち、申立期間①及び③の厚生年金保

険の加入記録が無い。また、申立期間②の厚生年金保険の標準報酬月額が、保険料控

除額に見合う標準報酬月額と相違している。一部期間の給与明細書を提出するので、

それぞれ記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間②の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報酬月額を改定又

は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除し

ていたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報

酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立期間②のうち、平成９年９月、同年11 月、10 年８月及び同年９月

の標準報酬月額については、申立人から提出された給与明細書において確認できる保険

料控除額から、９年９月、同年11月及び10年８月は32万円、同年９月は34万円とす

ることが妥当である。 

  



また、申立期間②のうち、平成９年８月、同年10 月及び同年 12 月から 10 年７月ま

でについては、申立人は給与明細書を保有していないが、上記給与明細書及び申立人に

係る給与の銀行振込額から当該期間における報酬月額及び保険料控除額を試算したとこ

ろ、最低限、標準報酬月額 32 万円に見合う報酬月額及び保険料控除額になることから、

当該期間の標準報酬月額を32万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについて、当該期間当時の資料が無いことから不明とし

ているが、上記給与明細書において確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準

報酬月額とオンライン記録の標準報酬月額が長期間にわたり一致していないことから、

事業主は、当該給与明細書において確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬

月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所（当時）は、当該標準報酬月額に基

づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

申立期間①について、上記給与明細書及び申立人に係る給与の銀行振込額により、申

立人が当該期間においてＡ社に勤務していたことは確認できる。 

しかし、平成９年６月分の給与明細書によると、申立人は、厚生年金保険料を控除さ

れていないことが確認できる。 

また、給与の銀行振込額について、平成９年７月及び同年８月とも同年６月分の給与

明細書において確認できる差引支給額と同額であることから、申立人は、申立期間①に

おいて厚生年金保険料を控除されていないことが推認できる。 

さらに、Ａ社の申立期間①当時の事業主は、「申立期間①当時は、申立人に試用期間

を設け、この間は厚生年金保険に加入させず、厚生年金保険料も控除していなかったと

思う。」旨供述している。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間③について、平成 12 年４月分の給与明細書によると、申立人は、厚生年金

保険料を控除されていたことが確認できる。 

しかし、申立人のＡ社における雇用保険の離職日は、平成12年３月29日と記録され

ており、オンライン記録と符合していることが確認できる上、Ｃ公共職業安定所から提

出された申立人に係る支給台帳全記録照会によると、申立人は、当該期間中である同年

４月４日に求職の申込みをし、同日に雇用保険に係る基本手当の受給資格が決定し、同

年４月10日の待機満了日を経て雇用保険を受給していることが確認できる。 

また、Ａ社が加入していたＤ厚生年金基金から提出された申立人に係る加入員記録原

簿によると、資格喪失日は平成12年３月30日と記録されており、オンライン記録と一

致していることが確認できる。 

  



  

さらに、Ａ社の元事業主は、「申立人の勤務期間については、資料が無く不明であ

る。」旨回答している上、複数の従業員に照会したが、申立人の勤務を確認することが

できない。 

加えて、厚生年金保険法第 14 条によると、資格喪失の時期は、その事業所に使用さ

れなくなった日の翌日とされていることから、申立人の資格喪失日は平成12 年３月 30

日であり、また、同法第 19 条第１項によると、「被保険者期間を計算する場合には、

月によるものとし、被保険者の資格を取得した月からその資格を喪失した月の前月まで

をこれに算入する。」とされていることから、当該期間は厚生年金保険の被保険者期間

とならない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が、

当該期間において厚生年金保険の被保険者であったことを認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案24145 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、昭和 49 年３月１日で

あると認められることから、申立期間の資格喪失日に係る記録を訂正することが必要で

ある。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、６万4,000円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和48年12月31日から49年３月１日まで 

    Ａ社に昭和 49 年２月末まで勤務していたが、申立期間の厚生年金保険の加入記録

が無い。同僚は、申立期間を被保険者期間として認められたと聞いているので、自分

も認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録により、申立人は、申立期間においてもＡ社に継続して勤務して

いたことが確認できる。 

   一方、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人の同社における資格喪失日

について、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった昭和49年２月28日より後の

同年３月25日付けで、遡って48年12月31日と記録されていることが確認できる上、

従業員152人の資格喪失日についても、申立人と同様の処理が行われていることが確認

できる。 

また、上記被保険者名簿によると、Ａ社における資格喪失日について、当初、昭和

49年１月１日とされていたものが、同年３月25日付けで、48年12月25日に遡及して

訂正されている従業員が230人いることが確認できる。 

しかしながら、申立人と同様に、資格喪失日が昭和48 年 12 月 31 日とされている従

業員のうち、雇用保険の記録における離職日が49年２月28日とされている者が５人以

上確認できることから、Ａ社は申立期間当時、厚生年金保険法の適用事業所としての要

件を満たしていたものと判断される。 

   これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、申立人に係る上記

資格喪失処理を行う合理的な理由は無く、当該処理に係る記録は有効なものとは認めら



  

れないことから、申立人のＡ社における資格喪失日を雇用保険の記録における離職日の

翌日である昭和49年３月１日に訂正することが必要である。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和48年11月の

上記被保険者名簿の記録から、６万4,000円とすることが妥当である。 



  

東京厚生年金 事案24146 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社Ｂ出張所における資格喪失日に係る記録を昭和

38年10月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万6,000 円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和38年９月30日から同年10月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間において異動はあったが、同社に継続して勤務していたので、申立期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社及び同僚の回答から判断すると、申立人は、同社に継続して勤務し（昭和 38 年

10 月１日に同社Ｂ出張所から同社Ｃ出張所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ出張所における昭和 38

年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについて不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和

38 年 10 月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年９月 30 日と

誤って記録することは考え難いことから、事業主は同日を厚生年金保険の資格喪失日と

して届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年９月の保険料について納入

の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付さ

れるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立

期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

東京厚生年金 事案24147 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取得日に係る記

録を昭和39年５月21日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万6,000円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和39年５月21日から同年８月１日まで 

Ｃ社（現在は、Ｄ社）の関連会社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金

保険の加入記録が無い。申立期間においてＣ社Ｅ営業所からＡ社に出向したが、継続

して勤務していたので、申立期間も厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ｄ社から提出された申立人に係る退職連絡簿及び同僚の給料明

細書から判断すると、申立人が、申立てに係るグループ会社に継続して勤務し（昭和

39 年５月 21 日にＣ社からＡ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 39 年８月の

社会保険事務所（当時）の記録から、２万6,000円とすることが妥当である。 

一方、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和

39 年８月１日とされており、申立期間は適用事業所でないことが確認できる。しかし、

同社に係る商業・法人登記簿謄本によると、同社は同年５月 21 日に法人事業所として

設立されていることが確認できる上、申立人及び複数の従業員は、同社が開設された当

時 30 人くらいの従業員がいたと供述しているところ、同社が適用事業所となった当時

31 人の被保険者が資格取得していることが確認できることから、同社は申立期間当時、

厚生年金保険法の適用事業所としての要件を満たしていたものと判断される。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについて不明としているが、Ａ社は、申立期間において



  

適用事業所の要件を満たしていながら、社会保険事務所に適用の届出を行っていなかっ

たと認められることから、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 



東京厚生年金 事案24148 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日に係る記

録を昭和 47 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を９万 2,000 円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和47年８月 31日から同年９月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社

からＣ社への異動はあったが、継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＢ社の回答から判断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務

し（昭和 47 年９月１日にＡ社からＣ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 47 年８月の

随時改定に係る厚生年金保険被保険者原票の記録から、９万2,000円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについて不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和

47 年９月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを同年８月

31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主は同日を厚生年金保険の資格

喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年８月の保険料につ

いて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後

に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主

は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



東京厚生年金 事案24150 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成18年７月31日及び同

年12月29日はそれぞれ25万円、19年７月31日及び同年12月31日はそれぞれ28万

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成18年７月31日 

② 平成18年12月29日 

③ 平成19年７月31日 

④ 平成19年12月31日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無い。賞与の支払があったことは確かなので、標準賞与額を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出のあった「2006 年分給与所得に対する所得税源泉徴収簿」及び「2007

年分給与所得に対する所得税源泉徴収簿」により、申立人は、申立期間に同社から賞与

の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準

賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業

主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに

見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額

を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、上記源泉徴収簿において確認できる

保険料控除額及び賞与額から、平成18 年７月 31 日及び同年 12 月 29 日はそれぞれ 25

万円、19 年７月 31 日及び同年 12 月 31 日はそれぞれ 28 万円とすることが妥当である。 

  



  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与額の届出を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、また、

当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、これを履

行していないと認められる。 



  

東京厚生年金 事案24151 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間のうち、平成３年４月１日から４年 10 月１日までの期間に係る標

準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額であったこと

が認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を 32 万円に訂正すること

が必要である。 

また、申立人は、申立期間のうち、平成４年10月１日から６年10月１日までの期間

について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を、４

年10月から６年４月までは44万円、同年５月は41万円、同年６月及び同年７月は44

万円、同年８月は41万円、同年９月は44万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和34年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年４月１日から６年10月１日まで 

Ａ社における申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が実際の給与額より低くなっ

ているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額について、

当初、平成３年４月から４年３月までは32 万円と記録されていたところ、同年４月24

日付けで、３年 10 月の定時決定の記録が取り消され、同年４月に遡って８万円に減額

訂正されていることが確認できる上、事業主、２人の役員及び３人の一般従業員の標準

報酬月額についても、申立人と同様に遡及減額訂正されていることが確認できる。 

また、申立期間当時に社会保険事務を担当していた取締役は、「Ａ社は厚生年金保険

料を滞納していたので社会保険事務所に相談したところ、事業主及び取締役の標準報酬

月額を遡って減額訂正することを助言され、そのとおりに書類に押印した記憶がある。

しかし、一般従業員の標準報酬月額まで遡って減額訂正することは聞いておらず、今回



  

の申立てで初めて知った。」旨回答している。 

さらに、Ａ社の複数の従業員は、「申立人は制作部の部長であり、社会保険の手続に

関与していなかった。」旨回答していることから、申立人は、上記減額訂正に関与して

いなかったと認められる。 

これらの事実を総合的に判断すると、社会保険事務所が行った申立人に係る上記減額

訂正処理に合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったとは認められないことから、

当該遡及訂正処理の結果として記録されている申立人の平成３年４月から４年９月まで

の標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た32万円に訂正することが必

要と認められる。 

申立期間のうち、平成４年 10 月から６年９月までについて、申立人から提出された

一部期間の給与明細書並びに５年度及び６年度の特別徴収税通知書並びに同年分給与所

得の源泉徴収票において確認できる報酬月額及び厚生年金保険料控除額に見合う標準報

酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額より高いことが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見

合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の

額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、上記給与明細書及び特別徴収税通

知書において確認できる社会保険料等控除額から判断して、平成４年 10 月から６年４

月までは 44 万円、同年５月は 41 万円、同年６月及び同年７月は 44 万円、同年８月は

41万円、同年９月は44万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについて不明としており、このほかに確認できる関連資

料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かについては、これ

を確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、行ったとは認められない。 



  

東京厚生年金 事案24155 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこ

とが認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を、それぞれ150万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成17年３月22日 

② 平成18年３月14日 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の標準賞与額の記録

が無い。賞与支給明細書を提出するので、標準賞与額を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与支給明細書及びＡ社から提出された賞与計算台帳により、

申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記賞与支給明細書及び賞与計算台帳にお

いて確認できる厚生年金保険料控除額から、それぞれ150万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与額の届出を社会保険事務所（当時）に提出していなかったこと、

及び当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、これ

を履行していないと認められる。 



  

東京厚生年金 事案24156 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立期間の標準賞与額に係る記録を122万9,000円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年12月５日 

    申立期間の賞与について、Ａ社は、誤って届出を行っていなかったとして、平成

24 年２月に年金事務所に訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付

することができず、申立期間の記録は年金の給付に反映されないので、給付されるよ

う記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与支給控除一覧表により、申立人は、申立期間に同社から賞与

の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記賞与支給控除一覧表において確認でき

る厚生年金保険料控除額から、122万9,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与額の届出を社会保険事務所（当時）に提出していなかったこと、

及び当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、これ

を履行していないと認められる。 



 

東京厚生年金 事案24157 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に係る記録を昭和

43年11月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万9,000 円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和43年10月31日から同年11月１日まで 

Ａ社及びその関連会社であるＣ社（現在は、Ａ社）に勤務していた期間のうち、申

立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。昭和43 年４月１日に入社してから平成 18

年に退職するまで、異動や転勤はあったが、継続して勤務していたので、申立期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ａ社から提出された申立人に係る従業員名簿及び同社人事部担

当者の供述から判断すると、申立人は、申立期間において、同社に継続して勤務し（同

社Ｂ支店からＣ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

なお、申立期間に係る異動日については、上記従業員名簿によると、昭和43年10月

20 日にＣ社に異動したことが記録されているものの、オンライン記録によると、申立

期間後の同社及びＡ社における異動履歴について、当該従業員名簿に記録されている日

付の同月又は翌月の１日となっていることから判断すると、同年 11 月１日とすること

が妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における昭和 43 年

10 月の定時決定に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、３万 9,000 円

とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

 



  

主が資格喪失日を昭和43年11月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当

時）がこれを同年10月31日と誤って記録することは考え難いことから、事業主は同日

を厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る

同年 10 月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知

を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した

場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



東京厚生年金 事案24142 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等   

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和19年10月１日から21年１月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間における厚生年金保険被保

険者記録が無い。申立期間は、病気療養中であったが、給与はもらっていたので、同

社に籍はあったはずである。申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ａ社では、昭和 19 年に同社が所有するＣ丸に約２か月間乗船した後、

同年８月16日に、病気療養のため同船を降り、その後は、申立期間を含めて21年末ま

で病気療養した。申立期間は、同社には行かなかったものの、同社から給与が支払われ

ていたことから、厚生年金保険には加入していたと思う。勤務期間が短い上、一緒に入

社した同僚は既に死亡していることから、他の従業員については、名前は分からな

い。」と申し立てている。 

しかしながら、Ａ社の後継会社であるＢ社は、「申立期間当時のＡ社における申立人

に係る人事記録や社会保険関係書類が無いことから、申立人が、申立期間において当社

に勤務又は在籍していたか否か、また、厚生年金保険料の控除については、分からな

い。」と回答している上、申立人は、同社の従業員等の名前を記憶していないことから、

申立期間当時の同社の従業員に照会することもできないため、申立人が、申立期間にお

いて、同社に勤務又は在籍していたか否かを確認することができない。 

また、申立人による申立期間もＡ社から給与が支払われていたという主張については、

これを確認できる資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。 

  



  

東京厚生年金 事案24143 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和46年から52年まで 

② 平成９年６月から16年３月まで 

③ 平成16年10月から21年10月まで 

Ａ社に勤務した申立期間①、Ｂ社に勤務した申立期間②及びＣ社に勤務した申立期

間③の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間にそれぞれの事業所に勤務し、給与

から厚生年金保険料を控除されていたと思うので、各申立期間を厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間①について、Ａ社に嘱託として勤務していたと申し立てている

ところ、同社は、「当社が保有している昭和 46 年冬の金一封支給表の嘱託職員の欄

に、申立人の氏名が確認できるため、期間は分からないが、46 年末頃に当社に嘱託

として勤務していた。」と回答していることから、申立人が、期間は不明であるもの

の、同社に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、Ａ社は、「申立人の場合、当社が作成・保有している厚生年金保険

加入者の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の氏名が見当たらない上、金一

封支給表から、嘱託として勤務していたことが確認できることから、一種の請負契約

であり、勤務時間の管理はしていなかった。また、報酬も給与ではなく、いわゆる委

託料のような扱いであり、このため、厚生年金保険料を給与から控除していなかっ

た。」としている。 

さらに、申立人は、申立期間①の昭和46年から52年までの期間において、国民年

金に加入し、その大半を占める46年４月から同年６月までの期間及び47年４月から

52 年 12 月までの期間について、国民年金保険料を納付していることが確認できるこ

とから、申立期間①において厚生年金保険に加入していたとは考え難い。 



  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 

２ 申立人は、申立期間②について、Ｂ社に勤務していたと申し立てているところ、申

立人が保有している平成 11 年分の給与所得の源泉徴収票、15 年７月分及び同年 10

月分の給与明細書並びに同社からの申立人に係る当該期間の勤務についての説明から

判断すると、期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務していたことは認めら

れる。 

しかしながら、当該源泉徴収票及び給与明細書では、申立人は、厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていないことが確認できる。 

また、申立人は、申立期間②の始期である平成９年６月よりも約 15 年も前の昭和

57 年８月に、国民健康保険の被保険者資格を取得しており、同月以降、申立期間②

の全期間を含めて、現在まで継続して国民健康保険被保険者であることが確認できる。 

さらに、Ｂ社は、厚生年金保険の加入者は、必ずＤ厚生年金基金にも同時に加入し

ているとしているところ、同厚生年金基金は、「申立人に係る加入記録が無く、未加

入である。」としている。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 

３ 申立人は、申立期間③について、Ｃ社に勤務していたと申し立てているところ、同

社が保有している当該期間の申立人に係る所得税源泉徴収簿兼賃金台帳及び同社から

の申立人に係る当該期間の勤務についての説明から判断すると、申立人が当該期間に

おいて、同社にＥ職として勤務していたことが認められる。 

しかしながら、申立人が保有しているＣ社の申立期間③に係る給与明細書及び同社

が保有している上記賃金台帳では、申立人は、申立期間③において、厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていないことが確認できる。 

また、申立人は、申立期間②と同様に、申立期間③においても、国民健康保険の被

保険者であることが確認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案24149 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和40年10月21日から41年７月１日まで 

             ② 昭和50年３月頃から52年４月頃まで 

             ③ 昭和62年10月１日から63年11月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうちの申立期間①、Ｂ社のレストラン部に勤務していた

申立期間②及びＣ社に勤務していた期間のうちの申立期間③の厚生年金保険の加入記

録が無い。それぞれ勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社は、「現在確認できる人事記録に申立人の記録が残ってい

ないため、申立人の勤務期間及び保険料控除については不明である。」旨回答している

ことから、申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除を確認するこ

とができない。 

また、申立人は、Ａ社に勤務していたときの上司及び同僚の氏名を記憶していないこ

とから、同社に係る事業所別被保険者名簿により、当該期間において被保険者記録のあ

る従業員 25 人に照会したが、申立人の退職時期を記憶している者がいないことから、

申立人の当該期間における勤務実態を確認することができない。 

さらに、申立人のＡ社における雇用保険の加入記録は、資格取得日が昭和 40 年４月

１日、離職日が同年10月20日と記録されており、厚生年金保険の被保険者記録と符合

していることが確認できる。 

申立期間②について、Ｂ社は、「当時の事業主は既に死亡し、移転のため、当時の書

類は保管しておらず、また、当社のレストラン部を知る者がいないことから、申立人の

勤務実態について確認することができない。」旨回答していることから、申立人の当該

期間における勤務実態及び厚生年金保険の取扱いを確認することができない。 

  



  

また、申立人は、Ｂ社に勤務していたときの上司及び同僚の氏名を記憶していないこ

とから、同社に係る事業所別被保険者名簿により、当該期間において被保険者記録のあ

る従業員 13 人に照会したところ、回答があった９人は申立人を記憶していないことか

ら、申立人の当該期間における勤務実態を確認することができない。 

さらに、上記被保険者名簿によると、申立期間②における健康保険証の番号に欠番は

無く、申立人に係る被保険者記録が欠落したとは考え難い。 

申立期間③について、Ｃ社の当該期間当時の事業主は、「古い資料は保管していない

ため、申立人の勤務実態、厚生年金保険の届出、控除及び納付等は不明である。」と回

答していることから、申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認することができない。 

また、申立人は、Ｃ社に勤務していたときの上司及び同僚の氏名を記憶していないこ

とから、同社に係る事業所別被保険者名簿により、当該期間において被保険者記録のあ

る従業員 29 人に照会したところ、申立人を知っていると回答した従業員は４人いたが、

いずれも申立人の退職時期を記憶していないことから、申立人の当該期間における勤務

実態を確認することができない。 

さらに、申立人のＣ社における雇用保険の加入記録は、資格取得日が昭和 61 年３月

１日、離職日が62年９月30日と記録されており、厚生年金保険の被保険者記録と符合

していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案24152 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和51年１月から52年３月まで 

② 昭和53年１月から57年６月まで 

③ 昭和57年６月から61年９月まで 

④ 昭和61年９月から平成３年６月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）で勤務した申立期間①、Ｃ社で勤務した申立期間②、Ｄ社で

勤務した申立期間③及びＥ社で勤務した期間のうちの申立期間④における厚生年金保

険の加入記録が無い。それぞれの会社に勤務したことは確かなので、各申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ｂ社の事業主の提出書類及び申立人を同社に入社させたとする

元上司の回答により、勤務期間や雇用形態は確認できないが、申立人がＡ社の仕事に従

事していたことがうかがえる。 

しかしながら、Ｂ社は、当時の資料が無いとしているため、申立人の勤務実態及び厚

生年金保険の加入状況等について確認することができず、同社の事業主は、「当時、申

立人及び上記元上司の歩合制のグループを入社させて営業活動したことがあったが、申

立人は社会保険には加入させていなかったかもしれない。」旨回答している上、上記元

上司も同社における厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

また、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿から、申立期間①当時に被保険者記録を有す

る従業員で、連絡先の判明した７人に照会を行い３人から回答を得たが、申立人につい

て一人が記憶していると答えているものの、勤務期間、雇用形態及び厚生年金保険の加

入等については不明である旨回答している上、いずれの者も給与明細書等の厚生年金保

険料の控除を確認できる資料を保有しておらず、同社における厚生年金保険の取扱い及

び給与からの保険料の控除について確認できない。 



さらに、上記事業所別被保険者名簿のうち、申立期間①において、申立人の氏名は見

当たらず、健康保険被保険者番号に不自然な欠番は無い。 

申立期間②について、申立人から提出のあった社員旅行時の写真には、Ｃ社の社名及

び昭和 55 年５月７日の日付が記録されており、期間は特定できないものの、申立人が

勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ｃ社は昭和62年10月１日に厚生年金保険

の適用事業所となっており、申立期間②は適用事業所となっていないことが確認できる。 

また、Ｃ社は平成13年11月＊日に廃業しているところ、同社で最後の元事業主は、

「廃業しているため資料が無く、申立人の勤務について不明である。当時、営業の人た

ちの報酬は歩合制だったので、社会保険は加入しなかった。」旨回答している上、同社

の社会保険手続を任されていた会計事務所は、「当時の資料は廃棄しており、担当者も

退職しているため厚生年金保険の取扱い及び給与からの保険料控除について確認できな

い。」旨回答している。 

さらに、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和62年10月１日に厚生年金保

険被保険者の資格を取得している18人のうち、連絡先の判明した11人に照会したとこ

ろ、回答のあった５人の中に申立期間②に在籍した者はいないため、当該期間における

厚生年金保険の取扱いを確認できない。 

加えて、申立人は、自身が提出した上記写真に写っている者として事業主と事業主の

妻及び従業員一人の名前を挙げたものの、事業主は既に死亡しており、事業主の妻は連

絡先が不明で、上記従業員は名字のみの記憶であり、ほかの従業員については、氏名を

覚えていないため、照会することができない。 

申立期間③について、Ｄ社に係る商業・法人登記簿謄本によると、申立人が昭和 57

年７月 26 日に取締役に就任し、59 年３月 12 日には代表取締役に就任していることが

確認できる。 

しかしながら、オンライン記録及び適用事業所検索システムでは、Ｄ社が厚生年金保

険の適用事業所となった記録が確認できない。 

また、申立人は、Ｄ社における申立期間③当時は、代表取締役であるところ、厚生年

金保険の取扱い及び給与からの保険料控除について記憶していない上、申立人が同社の

代表取締役であった期間の前後の代表取締役は、連絡先が不明なため、照会することが

できない。 

さらに、申立人から提出されたＤ社名義のＦ銀行（現在は、Ｇ銀行）の普通預金通帳

は、昭和 60 年 12 月６日から平成５年２月 23 日までの取引状況の記載があり、申立期

間③の一部を含むが、厚生年金保険料の振替記録が確認できないところ、Ｇ銀行は昭和

62 年１月以前の預金口座取引記録は確認できない旨回答している上、申立人から提出

された昭和 59 年分所得税の更正通知書に記載された社会保険料額は、給与所得から試

算される標準報酬月額から算出した保険料より低額であることが確認できる。 

加えて、Ｄ社の取締役は、「申立期間③に当社は厚生年金保険に加入しておらず、そ

のことは申立人が一番よく知っているはずである。」旨回答している。 

  



  

申立期間④について、オンライン記録によると、Ｅ社は平成３年６月１日に厚生年金

保険の適用事業所となっており、当該期間は適用事業所となっていないことが確認でき

る。 

また、Ｅ社の事業主は、「申立人は当社で社員、取締役として勤務していたものの、

当社が厚生年金保険に加入したのは平成３年６月１日であり、申立期間④には厚生年金

保険料を給与から控除していない。」旨回答している。 

さらに、Ｅ社が厚生年金保険の適用事業所となった平成３年６月１日に５人が厚生年

金保険の被保険者資格を取得したことが確認できるところ、そのうち３人に対して、同

年６月より前に勤務した期間の厚生年金保険料の控除について照会したが、資料を得る

ことはできなかった上、申立人を知っているとする同僚は、「Ｅ社は申立期間④に厚生

年金保険に加入していなかった。」旨回答している。 

加えて、申立人は、昭和62年５月１日から平成２年８月９日まで及び２年８月30日

から３年６月２日まで、国民健康保険に加入していることが確認できるところ、申立人

から提出された平成元年度（昭和 63 年分所得金額）及び平成３年度（２年分所得金

額）の住民税決定証明書に記載された社会保険料控除額は、給与所得額から試算される

社会保険料額より低額であることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①から④までに係る厚生年金保険料の事業主による控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間①から④までに係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案24153 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年１月31日から同年３月26日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録

が無い。同社には継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、継続してＡ社に勤務していたと主張しているところ、

雇用保険の加入記録により、申立人が同社及び同社の関連会社であるＣ社に勤務してい

たことが確認できる。 

しかし、Ｂ社は、「申立期間に係る厚生年金保険料の控除は不明であり、賃金台帳及

び源泉徴収簿を保管していない。」旨回答している上、Ａ社の当時の総務担当のうち一

人は死亡、別の一人は当時のことを記憶していない旨回答していることから、申立期間

に係る厚生年金保険の取扱い及び保険料の控除について確認することができない。 

一方、Ｂ社は、厚生年金保険料の控除方法について、翌月控除と回答しているところ、

Ａ社及びＣ社に係る事業所別被保険者名簿において、申立人と同様にＡ社で昭和 45 年

１月 31 日に厚生年金保険被保険者資格を喪失し、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所と

なった同年３月 26 日付けで同社において被保険者資格を取得している従業員から提出

された同年３月分の給料支払明細書によると、同年２月の厚生年金保険料が給与から控

除されていないことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

  



東京厚生年金 事案24154 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和55年４月２日から56年３月まで 

             ② 昭和57年10月20日から59年４月まで  

Ａ社に勤務した申立期間①及びＢ社に勤務した申立期間②に係る厚生年金保険の加

入記録が無い。申立期間に勤務したことは確かなので、厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社又は同社の関連会社であるＣ社に勤務していた同僚及び複

数の従業員は、「申立人は当該期間に勤務していた。」旨回答していることから、申立

人は当該期間当時、Ａ社又はＣ社に勤務していたと推認できる。 

しかし、当該期間当時、Ｃ社に勤務していた事務責任者は、「正社員になるまで個人

差があり、３か月から１年の期間があった。申立人は正社員にならなかったと思う。正

社員以外の従業員は厚生年金保険に加入していなかった。」旨回答しているとともに、

当該期間当時、同社に勤務していた従業員は、「正社員になるまで３か月から１年の期

間があった。」旨回答している。 

また、申立人のＡ社及びＣ社に係る雇用保険の加入記録が確認できないところ、Ａ社

又はＣ社において、当該期間に厚生年金保険の加入記録のある従業員各 10 人は、厚生

年金保険と雇用保険の加入期間がおおむね一致していることから、両社においては、厚

生年金保険と雇用保険はセット加入であったと考えられる。 

さらに、Ａ社は、「当該期間に係る厚生年金保険料の控除は不明であり、賃金台帳及

び源泉徴収簿は保管していない。」と回答しているため、当該期間に係る厚生年金保険

料の控除について確認できない。 

加えて、Ａ社及びＣ社の事業所別被保険者名簿には申立人の氏名が見当たらない上、

当該名簿において当該期間に整理番号の欠番は無い。 

  



  

申立期間②について、Ｂ社に勤務していた事務担当は、「申立人は当該期間に勤務し

ていた。」旨回答していることから、申立人は当該期間当時、同社に勤務していたと推

認できる。 

しかし、Ｂ社の事業所別被保険者名簿によると、同社は昭和 60 年２月１日に厚生年

金保険の適用事業所となっており、同社は当該期間に厚生年金保険の適用事業所となっ

ていないことが確認できる。 

また、上記事務担当は、「厚生年金保険の適用事業所となっていない昭和 60 年１月

以前の期間について、自分の給与から保険料を控除されていなかったと思う。」旨回答

している。 

さらに、Ｂ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっていることが確認でき

る上、同社の元事業主に照会したものの宛所不在のため、当該期間に係る厚生年金保険

料の控除について確認できない。 

加えて、申立人が記憶している同僚４人は該当者を特定できないため、当該期間に係

る厚生年金保険の取扱いについて確認できない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の控除について、これを

確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認めることはできない。 

 




